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中間評価体系表

＜地域分野＞

施策ごとの主な取り組み事項
（資料３「進捗状況」の中間評価の所見より）

③ 中間評価（①+②）

③ 中間評価（①+②）

（１－２）共生の意識の醸成

95.1％
（令和３年度）

92.6％
（令和３年度）

社会福祉協議会が実施する「ふれあいサロン」や「地域カフェ」、「家族介護者のつどい」といった集いの場
の立ち上げ・運営等を支援し、世代を超えた住民同士の多様な交流の促進や地域のつながりの強化を図っ
ている。

地域活動の担い手の確保に向け、社会福祉協議会が実施するふれあいネットワークや、ご近所お助け隊
支援事業の取組みを支援しており、支え合い・助け合い活動に参加・参画できる仕組みづくりに取り組んで
いる。

個別避難計画作成に関するワークショップの実施や避難行動要支援者名簿の活用に関する手引きを配布
するなど、名簿制度の周知及び避難支援活動の促進に取り組んでいる。

認知症カフェの設置圏域数

ふれあいネットワークの見守り対象
世帯数≪社協≫

多様性を認めることができる市民の割合

成果指標 初期値 目標値 現状値 評価

増加
（令和８年度）

70.0％
（令和６年度）

93.6％
（令和５年度）

53.7%
(令和５年度)

b地域福祉活動についての認知度

ユニバーサルデサインの認知度

105団体
（令和５年度） b

557件
（令和元年度）

2,000件
（令和６年度）

2,485件
（令和５年度） a

30圏域
(令和５年度） b

①

施策

②

増加
（令和８年度）

96.4％
(令和５年度） b

（１－１）地域福祉活動を推進する団体への支援と連携

（２－５）地域と連携した様々な分野の課題解決の取組み

b97.6％
（令和５年度）

増加
（令和８年度）

44,674世帯
（令和元年度）

46,865世帯
（令和５年度） b

誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせる環境づくりを進めるため、バリアフリ－基本計画に基づき、
ハード面の整備とともに、市民一人ひとりが理解を深め、支え合うことができるよう「心のバリアフリー」を
推進するなど、ソフトの両面からバリアフリー化を実施している。

「支え合う共生の意識」の醸成を図るため、社会福祉協議会等と連携した福祉大会や、福祉教育のための
出前講座などを実施し、多様な人との関わり合いや互いの人格・権利について学ぶ機会の創出に取り組ん
でいる。

地域福祉の主要な関係主体である社会福祉協議会及び民生委員・児童委員協議会の活動の支援や、
広報の充実など、各団体等と連携して地域福祉活動の推進に取り組んでいる。

地域などと関係を持つための情報に、
主体的にアクセスできる市民の割合

98.2％
（令和３年度）

b

（１－３）ユニバーサルデザインの理念による地域づくり

48.4%
（令和元年度）

（２－１）絆づくりの推進

（２－３）見守りと支え合い活動の推進

地域の子どもの居場所≪社協≫

避難行動要支援者の個別避難計画の
作成件数

（２－４）見守りと災害時の助け合いの連携

51,000世帯
（令和８年度）

26圏域
（令和元年度）

56団体
（令和２年度）

増加
（令和８年度）

社会福祉協議会と地域の課題解決にも資する多様な地域福祉活動を推進するとともに、地域共生推進員
を配置するなど、地域と連携した包括支援事業を実施している。

59圏域
(令和７年度)

　　２
　身近な地域における
　絆づくり・支え合い
　活動の推進

基本目標

○

　　１
　地域福祉活動推進の
　ための基盤づくり

△

（２－２）校区・地区における主体的な福祉のまちづくりへの支援

資料２
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＜地域分野＞

施策ごとの主な取り組み事項
（資料３「進捗状況」の中間評価の所見より）

成果指標 初期値 目標値 現状値 評価

①

施策

②

基本目標

③ 中間評価（①+②）

③ 中間評価（①+②）

③ 中間評価（①+②）

増加
（令和８年度）

97.6％
（令和５年度）

（５－４）複合的な課題解決に向けた連携強化

地域などと関係を持つための情報に、
主体的にアクセスできる市民の割合
【再掲】

（３－１）地域で活躍できる人づくり・福祉教育

（３－２）地域活動の促進に向けた環境整備

（４－１）社会福祉法人・ＮＰＯ・企業等への支援と連携

（４－２）ＩＣＴ（情報通信技術）等の先進技術の利活用

（５－１）地域との連携による課題把握の仕組みづくり

個別レベルの地域ケア会議の開催数
（自立支援に資する地域ケア会議を除く）

成年後見制度の認知度

多機関協働の仕組みの構築

○

b377件
（令和元年度）

400件
（令和８年度）

387件
（令和５年度）

60回
（令和元年度）

98.2％
（令和３年度）

増加
（令和８年度）

97.6％
（令和５年度） b

40.2％
（令和３年度）

増加
（令和８年度）

40.1％
（令和５年度） b

a

b

（５－２）権利擁護の体制充実とサービスの利用支援

（５－３）生活困窮者への相談支援体制の充実

22.1％
（令和元年度）

40.0％
（令和７年度）

29.0％
（令和４年度）

b

新たな仕組みの
検討

（令和３年度）

新たな仕組みの
実施

（令和８年度）

一部取組み開始、
更に検討

（令和５年度）
b

98.2％
（令和３年度）

関係機関との支援調整会議の開催回数
90回

（令和８年度）
86回

（令和５年度）

地域などと関係を持つための情報に、
主体的にアクセスできる市民の割合
【再掲】

福祉活動について学ぶ機会の有無

介護事業所への介護ロボット導入支援など、ＩＣＴ技術を活用した効果的・効率的な施策の推進に取り組ん
でいる。

ホームページやＳＮＳで情報を得る高齢
者の割合

ＮＰＯ・ボランティア活動等への参加率
15.3％

（令和元年度）
24.0％

（令和６年度）
14.9％

（令和５年度） ｃ

11.6％
（令和元年度）

22.0%
（令和７年度）

22.2％
（令和４年度） a

社会福祉協議会が実施しているボランティア養成講座などの支援や、ボランティアセンターと連携し、SNS
を活用した広報の充実などに取り組んでいる。

地域福祉活動への参加状況
14.5％

（令和元年度）
増加

（令和7年度）
14.7％

（令和４年度） b

○

　　５
　包括的な相談支援

ネットワークの充実

地域と連携して福祉課題を把握する地域共生推進員を配置するなど、地域と連携した包括支援事業を実施
している。
地域ケア会議において、行政・専門職・地域の関係者などが連携し、高齢者支援、課題把握、課題解決に
向けた取組みの検討を行っている。

高齢者・障がいのある人・児童に対する虐待防止、配偶者等による暴力防止のための活動を官民一体と
なって推進し、支援が必要な人には、関係機関が連携して対応している。また、福岡市成年後見推進セン
ターにおいて成年後見制度についての広報啓発を行うとともに、権利擁護支援ネットワークの構築をはかっ
ている。

地域福祉活動のボランティア養成講座や福祉教育プログラムの出前講座などを実施し、福祉教育及び地域
で活躍できる人づくりに取り組んでいる。

老人福祉センターにおける利用者の活動・交流の場の提供や、公民館における地域活動の担い手の育成
に向けた公民館主催事業など、地域の実情に応じた取組みを実施している。また、社会福祉協議会が取り
組む「社会貢献型空家バンク」を支援している。

　　３
　人づくりと拠点づくり

医療や介護の専門職と地域の関係者などが連携して高齢者の個別支援を行うための個別支援会議を開催
し、情報共有、見守り体制づくり、関係者間の連携体制の強化などを図っている。また、社会福祉協議会に
推進員７名を配置し、複合多問題・制度の狭間にある世帯に対し、相談支援機関と連携しながら、伴走支援
をはじめとした個別支援を実施している。

「福岡市生活自立支援センター」において、生活に困窮している方の様々な相談に応じ、社会福祉士、
精神保健福祉士など、専門の資格を有した支援員によるアセスメントを実施し、一人ひとりの状態にあった
支援計画の作成等を行い、関係事業との連携を含めた支援を包括的に行っている。

○

　　４
　多様な主体との
　連携・共働による
　地域づくり
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＜健康・医療分野＞

施策ごとの主な取り組み事項
（資料３「進捗状況」の中間評価の所見より）

（令和元年度） （令和８年度） （令和５年度）

（令和元年度） （令和８年度） （令和４年度）

胃がん 40.2% 50.0% 44.2%

大腸がん 36.7% 50.0% 41.1%

肺がん 43.9% 50.0% 42.3%

子宮頸がん 41.5% 50.0% 44.9%

乳がん 44.2% 50.0% 42.4%

（１－１）超高齢社会に対応する健康づくりの推進

初めて要介護２以上の認
定を受けた年齢の平均 a

基本目標

① ②

施策
成果指標 初期値 目標値 現状値 評価

高齢期前からの健康づくりに取り組むとともに、主体的に介護予防に取り組む高齢者団体等への支援や、
フレイルのリスクが高い高齢者への個別訪問や通いの場を活用した健康教育・健康相談などの高齢者の
保健事業と介護予防を一体的に実施している。

健康づくりに取り組んでいる人の割合
（20歳以上）

男性

女性

81.0歳 81.6歳 81.6歳

84.3歳

（１－５）こころの健康づくりの推進（精神保健対策の推進）

がん検診受診率

（１－６）地域や職場などでの健康づくりの推進

校区衛生連合会や食生活改善推進員協議会が行う地域の自主的な健康づくり活動を支援するとともに、
健診事業者及び各保険者と連携し市民の方々が出かけたついでに気軽に様々な健診を受けることができ
る「よりみち健診」を実施している。

自殺死亡率（人口10万人あたり）
15.6

（平成30年）
13.0以下

（令和８年）

（１－７）健康づくり支援の仕組みと環境づくり

健康無関心層を含む市民に向け、市民の健康づくりのきっかけとなるようなイベントの開催や、SNSなどの
様々なツールを活用した情報発信、公園や道路、駅などの身近な環境を活用した自然と楽しく体を動かし
たくなる仕組みや仕掛けがあるまちづくりを目指す「Fitness Cityプロジェクト」に取り組むなどし、健康づくり
を推進している。

○

  １
 健康づくりの推進

③ 中間評価（①+②）

27.2％
（令和元年度）

33.0％
（令和８年度）

（１－４）次世代の健康づくりの推進

（１－２）生活習慣病対策の推進

運動や食生活、喫煙、飲酒などの生活習慣の改善について、啓発パネル展や市民参加型イベントの
開催、SNSの活用など様々な手法による広報・啓発に取り組むとともに、歯・口腔の健康づくりについて、
各ライフステージの特性に応じた取組みを推進している。また、健（検）診の受診勧奨の強化や、重症化
リスクが高い未治療者などに対する保健指導、医療関係者や医療保険者等と連携した重症化予防の
仕組みづくりなど、生活習慣病の早期発見及び重症化予防の取組みを行っている。

（１－３）女性の健康づくりの推進

乳幼児健診などの機会に自身の健康管理についての教育・相談を行うほか、無料クーポンの送付や集団
健（検）診での託児の実施など女性が受診しやすい環境整備に努めている。また、骨粗しょう症やロコモティ
ブシンドロームの予防について啓発を行い、日常生活の中で取り組める運動動画の周知・啓発や、
エクササイズ体験教室など、運動習慣定着を図るための取組みを実施している。

特定健診受診率（40～74歳）

55.4％
（令和元年度）

75.0％
（令和８年度）

58.6％
（令和５年度） b

28.0％
（令和４年度） b

乳幼児健康診査や、妊産婦への訪問保健指導を実施するとともに、市立小中学校における各学校の実態
に応じた体力向上及び保育所での食育推進の取組みを行っている。

85.1歳 85.0歳

b

17.0
（令和５年） c

うつ病予防講座や精神保健家族講座など、こころの病気の正しい理解と早期発見・早期治療の啓発を行う
とともに、精神保健福祉相談や相談窓口の周知を行っている。また、ひきこもりの理解促進や支援者のネッ
トワーク強化などひきこもり支援を推進するとともに、幅広い対象に応じたゲートキーパー養成研修
などの福岡市自殺対策総合計画（令和５年６月策定）に基づく自殺対策の取組みを推進している。
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＜健康・医療分野＞

施策ごとの主な取り組み事項
（資料３「進捗状況」の中間評価の所見より）

基本目標

① ②

施策
成果指標 初期値 目標値 現状値 評価

（令和元年度） （令和８年度） （令和５年度）

（２－１）在宅医療・介護連携の推進

③　中間評価（①+②）

病院における事業継続計画（BCP）
策定率

16.5%
（平成30年度）

100%
（令和８年度）

250頭以下

　　　２
　　　医療環境の整備

市医師会等と連携し、在宅医療を支える医療機関相互の連携体制づくりなどの取組みを進めるとともに、
医療・介護関係者間の連携強化のための多職種連携研修会や市民への啓発の実施、医療・介護関係者
からの相談窓口の設置などの取組みを実施している。

（２－２）救急医療体制・災害時の保健医療体制の充実

（２－３）難病対策の推進

急患診療センターについて、患者急増期の診療体制を強化するとともに、令和６年４月からの医師の働き
方改革後も体制が維持できるよう関係機関と協議を行い対応し、休日・夜間における診療体制を確保して
いる。また、災害時医療について、県や市医師会などの関係機関と協議を進めている。

外国人が安心して生活や滞在ができるよう、「福岡市医療通訳コールセンター」を設置し、電話による医療
通訳を実施している。

患者や家族などからの医療に関する相談に対し適切に対応するととともに、院内感染や医療事故防止の
ための研修会や、医療施設や薬事施設の監視指導を実施している。

市立病院において、新型コロナウイルス感染症の対応に積極的に取り組みながら高度専門医療や救急
医療等を継続して提供するとともに、患者サービスや医療の質の向上に取り組んでいる。

がん検診の受診率向上に向け、広報啓発の強化や検診を受けやすい環境づくりに取り組むとともに、
医療用ウィッグや補整具等の購入費の一部助成など、がん患者への支援を行っている。

難病患者の医療費助成を継続して実施するとともに、在宅人工呼吸器使用難病患者の災害時個別避難計
画の作成を進めている。

訪問診療の患者数
11,626人

（令和元年度）
22,000人

（令和８年度）
17,245人

（令和５年度） a

（２－４）がん対策の推進

（２－５）市立病院等の充実

（２－６）医療安全等対策の推進

市立病院における医療サービス、
患者サービス及び医療の質の向上に
関する評価

A
（令和元年度）

B以上
（令和８年度）

A
（令和５年度） a

食中毒の年間発生件数
26件

（令和元年度）

23件以下
（令和３年度～
令和８年度の

平均）

56件
（令和５年度） c

小児予防接種の接種率
77.3％

（令和元年度）
90.0％

（令和８年度）
80.1％

（令和５年度）

犬猫の収容頭数

猫 415頭

環境衛生関連施設等の行政検査
不適合率

7.0％
（令和元年度）

0%
（令和８年度） b

b

298頭

犬 159頭 100頭以下 71頭 a

60.2％
（令和５年度） a

7.0%
（令和５年度）

③　中間評価（①+②）

◎

○

　　　３
　　　健康で安全な
　　　暮らしの確保

（３－５）動物の愛護・適正飼育の推進

（３－４）環境衛生の推進

立入検査計画などに基づいて環境衛生関連施設への監視指導及び衛生上の助言や啓発を実施するとと
もに、福岡市葬祭場の火葬炉更新に向けた準備を行っている。

（２－７）外国人にもやさしい保健医療環境の推進

（３－２）薬物乱用及び薬物依存症の対策の推進

大学などへの啓発資材配布やキャンペーンの実施など、薬物に対する正しい知識の普及を行うとともに、
薬物乱用防止対策推進協議会を開催し、関係機関との連携と情報共有を図っている。また、薬物依存症の
専門相談や依存症の本人・家族を対象とした回復支援等の教室の実施、支援機関等の関係団体との連携
会議の実施など、依存症対策に取り組んでいる。

（３－３）食品衛生の推進

（３－１）感染症対策の推進

食品関係営業施設の監視指導や、工場、販売店などでの食品の抜き取り検査（収去検査）、食品等事業者
へのＨＡＣＣＰに沿った衛生管理に関する指導などを実施するとともに、市民向け講習会の開催など市民へ
の食の安全・安心の確保に関する情報提供を行っている。

感染症予防に関する知識の普及啓発に取り組み、感染症発生時には、拡大抑制のための対応を行ってい
る。また、保健所機能の強化を図るため保健所を再編し（令和６年７月福岡市保健所開設）、福岡市の感染
症全般の対策の方向性を示す「福岡市感染症予防計画」を令和６年３月に策定した。

飼い主への適正飼育の啓発を行うとともに、動物愛護管理センターに収容された犬猫の譲渡推進事業や、
飼い主のいない猫等の不妊去勢手術支援の試行など、収容頭数・殺処分頭数を減らすための取組みを推
進している。
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＜高齢者分野＞

施策ごとの主な取り組み事項
（資料３「進捗状況」の中間評価の所見より）

③ 中間評価（①+②）

③ 中間評価（①+②）

③ 中間評価（①+②）

基本目標

　　１
　地域包括ケアの推進

△

　　２
　安心して暮らせる
　基盤づくり

（２－３）支え合う環境づくりと福祉・介護人材の確保

（２－４）災害対策の推進

介護事業所への介護ロボットの導入支援など、福祉・介護現場における職員の負担軽減及びサービスの
質の向上に取り組んでいる。

a

老人福祉センターにおける高齢者の社会参加活動の支援や、老人クラブの事業や活動に対する補助金助
成により、高齢者の地域活動への参加促進を図っている。また、アプリを活用した健康行動促進事業を実
施した。

シルバー人材センターへの人的・財政的支援や、シニア活躍応援プロジェクトなどにより、高齢者の就業を
通じた生きがい活動の支援に取り組んでいる。

ボランティア活動をしている高齢者の割合
12.8％

（令和元年度）
24.0％

（令和７年度）
10.7％

（令和４年度） c

働いている高齢者の割合
37.7％

（令和元年度）
41.0％

（令和７年度）
40.0％

（令和４年度） a

外出する頻度
（週に４日以上外出する人の割合）

70.8％
（令和元年度）

77.0％
（令和７年度）

65.0％
（令和４年度） c

（３－１）社会参加の促進、（３－４）活動の場づくり

（３－２）就業の支援

住まいに関する安心度
（「住まいで困っていることの有無」について
「ない」と回答した高齢者の割合）

51.2%
（令和元年度）

55.0％
（令和７年度）

53.8％
（令和４年度） a

住まいサポートふくおかによる賃貸契約成約
世帯数

243世帯
（令和元年度）

360世帯
（令和７年度）

528世帯
（令和５年度）

災害時の安心度
（災害時に手助けを頼める人が「常時いる」も
しくは「時間帯によってはいる」と回答した人
の割合）

82.8％
（令和元年度）

90.0％
（令和７年度）

80.7%
（令和４年度） b

a

介護労働者の離職率

20.9％
（平成30年度）
※全国平均：

16.2％

全国平均並み
（令和８年度）

15.6％
（令和3年度）
※全国平均：

14.3％

b

住み慣れた地域で暮らし続けることができる
高齢者の割合

71.3％
（令和元年度）

増加
（令和７年度）

75.6％
（令和４年度）

②

（１－２）地域ケア会議の推進

（１－３）ＩＣＴ（情報通信技術）やロボット等の利活用

①

11.6％
（令和元年度）

22.0％
（令和７年度）

22.2％
（令和４年度） a

現状値 評価

ホームページやＳＮＳで情報を得る高齢者の
割合【再掲】

地域包括支援センターにおいて、地域包括ケアの拠点、高齢者の身近な相談窓口として、多様なニーズや
相談を総合的に受け止めるとともに、各分野での関係機関及び団体の連携のための取組みを行っている。

市レベルの地域ケア会議では、関係機関・団体、行政とが共働で作成した「福岡市地域包括ケアアクション
プラン」に基づく取組みの推進や進捗管理、関係団体の連携推進を行った。また、介護予防の観点で個別
課題解決の検討を行うために、自立支援に資する地域ケア会議を開催している。

個別レベルの地域ケア会議の開催数
（自立支援に資する地域ケア会議を除く）
【再掲】

377件
（令和元年度）

400件
（令和８年度）

387件
（令和５年度）

（１－１）地域包括支援センター（いきいきセンターふくおか）と各種相談機能の充実

施策

成果指標 初期値 目標値

よかトレ実践ステーションの創出数
546か所

（令和元年度）
920か所

（令和７年度）
939か所

（令和５年度） a

b

地域包括支援センター（いきいきセンターふく
おか）の認知度

63.0％
（令和元年度）

80.0％
（令和７年度）

66.0％
（令和４年度）

（２－１）住まいの確保と住環境の整備

（２－２）日常生活の支援等

a

社会福祉協議会において、ふれあいネットワークに対し、平常時の見守りが災害時の避難支援に連動する
よう働きかけを行っている。また、施設に必要な物資を配布するなど、福祉避難所の拡大及び運営体制の
強化を図っている。

○

高齢者を中心とした団体や各区での教室終了後に立ち上がった自主グループ、公民館などの地域施設へ
働きかけるなど、高齢者が身近な場所で介護予防ができる環境づくりに取り組んでいる。

（３－３）介護予防の推進

　　３
　いつまでもいきいきと
　活躍できる環境づくり

○

「サービス付き高齢者向け住宅」の登録推進、民間賃貸住宅への円滑な入居を支援する事業「住まい
サポートふくおか」などを実施している。

移動販売、買い物先への送迎や地域と企業のマッチングなどにより、多様で持続可能な買い物支援を
展開している。

介護事業所の経営力強化研修や外国人介護人材の受入れ支援などの福祉人材確保に取り組んでいる。
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＜高齢者分野＞

施策ごとの主な取り組み事項
（資料３「進捗状況」の中間評価の所見より）

基本目標

②①

現状値 評価

施策

成果指標 初期値 目標値

(令和元年９月末) （令和８年９月末） （令和５年９月末）

65～74歳 4.87% 4.4% 4.83%

75～84歳 22.47% 19.4% 20.32%

85歳～ 65.97% 65.6% 64.45%

（令和元年度） （令和８年度） （令和５年度）

男性 81.0歳 81.6歳 81.6歳

女性 84.3歳 85.1歳 85.0歳

（令和３年３月末） （令和９年３月末） （令和６年３月末）

定期巡回・随時対応
型訪問介護看護 17事業所 44事業所 28事業所

③ 中間評価（①+②）
（看護）小規模

多機能型居宅介護 60事業所 75事業所 59事業所

認知症高齢者
グループホーム 2,097人分 2,535人分 2,194人分

③ 中間評価（①+②）

「福岡市認知症フレンドリーセンター」を令和５年９月に開設し、認知症に関する正しい理解の促進や認知
症の人の活躍の場の創出、国内外への取組み発信などに取り組んでいる。また、ユマニチュードのさらなる
普及を図るため、ユマニチュード講座を全小学校・全校区で実施することとしており、講師となるユマニ
チュード地域リーダーの追加養成を実施している。

認知症サポート医の養成に加え、福岡市医師会や認知症疾患医療センターなどの関係機関と連携しなが
ら、かかりつけ医、病院勤務医療従事者、歯科医師、薬剤師に向けた、認知症対応力向上研修を実施して
いる。

認知症を正しく理解するために行動している
人の割合

－
増加

（令和７年度）
32.2

（令和４年度） －

○

　　４
　要支援・要介護高齢者等
　への支援体制の充実

（５－４）認知症とともに生きる施策の推進

（４－１）持続可能な介護保険制度の運営

（４－２）介護サービス基盤の整備

（４－３）介護サービスの質の向上

（４－４）生活支援サービスの提供

年齢層別要介護認定率 b

初めて要介護２以上の認
定を受けた年齢の平均

59圏域
（令和７年度）

30圏域
（令和５年度） b

a

介護保険事業者研修の受講者数
104人

（令和２年度）
増加

（令和８年度）
2,260人

（令和５年度） a

地域密着型サービス事
業所数 c

福岡市介護保険事業計画に基づき、介護保険制度の円滑な運営を図るとともに、外国人介護人材の受入
れ支援や、介護事業所の経営力強化研修等を実施し、福祉人材の確保に取り組んでいる。

介護保険事業計画に基づき、地域密着型サービスや特別養護老人ホームなどの整備を進めている。

介護従事者などを対象とした分野別の研修や、高齢介護実務者を対象とした認知症高齢者の介護に関す
る実践的研修を実施している。

支援を必要とする高齢者やその家族が安心して在宅生活を送れるよう、介護サービスに加えて、寝たきり
などでおむつが必要な人へのおむつの配送や、ショートステイなどの料金の助成、住宅改造費用の助成な
どを実施している。

◎

　　５
　認知症フレンドリーな
　まちづくりの推進

認知症対応力向上研修の修了者数（累計）
1,243人

（令和元年度）
2,300人

（令和８年度）
1,726人

（令和５年度） b

33校区
（令和元年度）

ユマニチュード講座の実施校区数
146校区

（令和７年度）
62校区

（令和５年度） a

認知症の人の見守りネットワーク事業や認知症カフェの開設促進、認知症本人ミーティングなどの支援を実
施している。

認知症当事者が登録できるオレンジ人材バンクを活用し、認知症の方の活躍できる場の創出を行ってい
る。また、認知症の人にもやさしいデザインの普及に取り組んでいる。

（５－１）認知症に関する理解促進

（５－２）適切な医療・介護サービスの提供と予防の推進

（５－３）認知症の人や家族への支援の充実

オレンジアクティブ
（認知症の人の活躍の場づくり）の年間実施
実績（事業者数）

1件
（令和２年度）

12件
（令和８年度）

7件
（令和５年度） a

認知症カフェの設置圏域数
26圏域

（令和元年度）
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＜障がい者分野＞

施策ごとの主な取り組み事項
（資料３「進捗状況」の中間評価の所見より）

③ 中間評価（①+②）

③ 中間評価（①+②）

基本目標

○

　　１
　安心して地域で暮らせる
　基盤づくり

　　２
　多様性を認め合い、
　大切にし合うまちづくり

①

権利擁護支援・成年後見制度利用促進に向けて、成年後見推進センターを開設し、相談対応や啓発活動
を実施している。

バリアフリー基本計画に基づく道路のバリアフリー化、ベンチ設置箇所・基数増加など誰もが暮らしやすい
環境整備を進めるほか、手話通訳者などの養成・派遣事業、コミュニケーション支援アプリを登載したタブ
レットの区役所への配置、音声コードの普及促進など、障がいがある人への情報伝達手段に配慮し、情報
提供の充実を図った。

災害時の安心度
（「災害時に頼れる人がいる」もしくは
「頼る必要がない」と回答した人の割合）

42.3%（推計）
（令和元年度）

50.0%
（令和７年度）

－

12,630人
（令和元年度）

17,420人
（令和８年度）

15,251人
（令和５年度）

1,136人
（令和元年度）

障がいを理由とする差別を受けた経験がな
い人の割合
（「ここ２～３年の間に、障がいがあるため、
差別を受けたりいやな思いをしたこと」につい
て「ない」と回答した人の割合）

66.7％
（令和元年度）

70.0％
（令和７年度）

－

78.9％（推計）
（令和元年度）

85.0％
（令和７年度）

－

（１－１）住み慣れた地域で生活を続けられる体制づくり

（１－２）良質な福祉サービスの推進と福祉を支える人づくり

（１－３）日常生活の支援による自立促進

（１－４）重度障がい・発達障がい・難病等に関する施策の推進

（１－５）家族支援に関する施策の推進

（１－６）災害対策の推進

（２－１）障がい理解・差別解消の推進

（２－２）権利擁護・虐待防止の推進

区障がい者基幹相談支援センターにおいて、コーディネーターを増員し、体制を強化するとともに、訪問に
よる相談対応や、地域の民生委員・児童委員協議会への出席などにより、障がいのある人を地域で見守る
地域福祉の基盤づくりに取り組んでいる。

災害時に円滑な支援が行えるよう、個別避難計画の作成に取り組んでいる。また、障がい者支援施設等と
福祉避難所に関する協定を締結しており、災害発生時には、特に配慮を要する人の避難生活に必要となる
物資を福祉避難所へ配付することとしている。

家族への障がいの理解および相互交流を促進するための家族講座や、看護や介護を行う家族の負担軽
減を図るための訪問看護による医療的ケアを伴う見守り（レスパイト事業）を実施している。

コミュニケーションのとりやすさ
（「コミュニケーションで困っていることの
有無」について「ない」と回答した人の割合）

障がい福祉サービス事業所等の確保に努めるとともに、ホームヘルパースキルアップ研修の実施や、事業
者への集団指導・実地指導の実施により、人材育成や良質な障がい福祉サービス等の確保に取り組んで
いる。

グループホームの開設に必要な経費の補助や、民間賃貸住宅への円滑な入居を支援する「住まいサポー
トふくおか」を実施するなど、住まいの場の確保に取り組んでいる。

－

－

a

54.0％
（令和元年度）

65.0％
（令和７年度）

－

障がい者に対する理解促進を図るための啓発イベントの実施や、福岡市障がい者差別解消条例の考え方
を周知し、差別の解消や理解促進を図るため、障がい当事者とともに作成した啓発動画を公表している。

②

施策

成果指標 初期値 目標値 現状値 評価

重度障がい者を受け入れるグループホームに費用の補助を行うとともに、強度行動障がい児・者を支援す
る事業所職員等への研修や「か～む」での集中支援事業などを実施している。

まちの暮らしやすさ
（「障がいのある人が暮らしやすいまち」だと
回答した人の割合）

障がい福祉サービスの利用者数

共同生活援助の月間利用人数

相談支援体制の充実・強化
（区障がい者基幹相談支援センターが地域
の相談支援事業者等へ専門的指導・助言・
連携強化の取組みを行った件数）

1,920人
（令和８年度）

2,165人
（令和５年度） a

716件
（令和元年度）

800件
（令和８年度）

818件
（令和５年度） a

－

－

○

（２－３）ユニバーサルデザインの理念に基づくまちづくり・情報提供の推進
ユニバーサルデザインの理念に基づくまちづ
くりや、バリアフリーの進捗度
（「ここ２～３年の間に、福岡市は、安全・安心
のための社会環境整備が進んでいる」と回
答した人の割合）

32.6％（推計）
（令和元年度）

40.0％
（令和７年度）

－ －
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＜障がい者分野＞

施策ごとの主な取り組み事項
（資料３「進捗状況」の中間評価の所見より）

基本目標

① ②

施策

成果指標 初期値 目標値 現状値 評価

③　中間評価（①+②）

③　中間評価（①+②）

発達障がい者支援センターを中心に各種関係機関が、連携を図りながら相談対応を行うとともに、発達障
がい者地域支援マネジャーが、支援機関の職員を対象とした研修や支援方法の助言などを実施している。

身近な地域で療育を受けることができるよう、児童発達支援事業所の公募によるモデル事業の実施や、療
育センター等の新規受診児数の増加などに対応するための南部療育センターの開設準備に取り組んでい
る。

心身障がい福祉センターや療育センターにおいて、医学的診断などを行い、障がいの早期発見に努めてい
るほか、保護者の相談支援を行うとともに、こども総合相談センター等と連携し、早期支援に努めている。

　　３
　　誰もがいきいきと
　　暮らせる環境づくり

○

障がいのある人の健康増進及び障がい理解促進に向け、障がい者スポーツ大会を実施するとともに、中央
障がい者フレンドホームを開設し、障がい者のスポーツ・レクリエーション・文化芸術活動の促進に取り組ん
でいる

（３－１）就労支援

（４－３）発達障がい児への支援

居住する地域の小中学校に副次的に籍を置く「ふくせき制度」を実施し、地域交流の支援、理解の促進に取
り組むとともに、特別支援学校においては、個別の教育支援計画や指導計画を活用し、子どもの社会的自
立や就学に向けた相談や支援に取り組んでいる。

（４－４）特別支援教育の推進

障がい者就労支援センターにて就職を希望する障がい者への個別支援や、就労移行支援事業所などへの
支援、企業への啓発・助言を行うとともに、障がい者施設のワンストップ支援窓口として、障がい者工賃向
上支援センターを開設し、企業への営業活動を行い、新たに業務を受注する支援や、受注体制づくりの支
援のほか、販売やＰＲなどの支援を一体的に行うことで、工賃向上に向けた取組みを行っている。

移動支援については、グループホーム入居者を利用対象者に追加し、共働き世帯の障がい児が通学時に
も利用できるよう制度を拡充し、また、重度心身障がい者がタクシーを利用する場合にタクシー利用券を交
付し、料金の一部を助成するなど、障がい者の外出支援に取り組んでいる。

640人
（令和５年度）

20.8％
（令和元年度）

25.0％
（令和７年度）

－

100％
（令和６年度）

75.0％
（令和５年度）

b

－

専門的かつ連続性のある指導・支援の展開
（「個別の教育支援計画及び個別の指導計
画に沿った支援が行われるとともに、適切に
引継ぎができているか」の設問に対し、「は
い」と回答した人の割合）

96.9％
（令和元年度）

95.0%
（令和６年度）

94.0%
（令和５年度）

チームとしての組織的な支援体制の充実
（「校内支援委員会で具体的な支援方法が
決定されているか」の設問に対し、「はい」と
回答した人の割合）

88.0％
（令和元年度）

95.0％
（令和６年度）

93.6%
（令和５年度）

b

障がい福祉サービスを通じた一般就労への
移行者数

外出のしやすさ
（「外出時に不便や困難が特にない」と回答し
た人の割合）

82,333件
（令和５年度） c88,335件

（令和元年度）
100,000件

（令和８年度）

b

専門的かつ連続性のある指導・支援の展開
（知的障がい特別支援学校高等部３年生で
就労を希望している生徒（５月時点）の卒業
時の就労率）

○

　　４
　　子どもの健やかな成長

c

（３－２）スポーツ・レクリエーション・文化芸術活動の推進

（３－３）移動・外出の支援

（４－１）早期発見・早期支援

（４－２）療育・支援体制の充実強化

463人
（令和元年度）

749人
（令和８年度）

発達障がい児に関する相談実人数

療育センター等における支援件数

2,024人
（令和元年度）

2,724人
（令和８年度）

2,407人
（令和５年度） a

94.6％
（令和元年度）
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